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2012年県労連第1回幹事団交渉報告

当局は「賃金カット」「補助金削減」以外の財源対策を明確に示すべき
賃金カット＋人員削減なんて飲めるか！当局は、労使関係もゼロベースで見直す気か！？

県労連は10月24日、幹事団交渉を行いました。
　冒頭、芹沢県労連議長は、「緊急財政対策を一切認めないとは言わないが、人件費削減だけが先行して取り組まれるなら、交渉には臨めない。そのような対応とならないよう」とし、交渉に入りました。
　労務統括官からの回答を受けて、県労連幹事団は次のとおり追及しました。
○当局は緊急財政対策で、「このまま放置すれば」と言っているが、放置しない策は、賃金カットや補助金削減、県有施設の廃止だけではないか。当局の推計では、H45年度には私たちの賃金をゼロにしても介護・措置・医療費等の義務的経費が賄えないことになる。「中長期的に国に働きかける」というが、H27年度以降は財源をどう手当するつもりか？職員にとっては、未来永劫賃金カットをするとしか聞こえない。財源確保策を明確に示すべきだ。
○何でも緊急財政対策を根拠とすると交渉にならない。財政状況により、職務の困難性や危険度は変わらない。特殊勤務手当は制度論としてきちんと提案すべきだ。
○緊急財政対策では、人件費の削減を、賃金減額＋人員削減としている。この間人員を減らされ続けた行政職員としては到底容認できない。これ以上人員を削減できるというなら、その積算根拠を明らかにせよ。
○現給保障や自宅に係る住居手当の廃止について、当局は、県人事委勧告や、国・他県の動向等を挙げたが、この間の労使合意について何も触れていない。
合意事項に基づき改めて提案しなおすべき。
○当局は、臨任・非常勤職員の休暇改善要求について、「職員との均衡を踏まえるとこれ以上は困難」というが、「均衡」を踏まえるならむしろ改善すべきだ。臨任・非常勤職員は常勤同様に働いている、だからこそ常勤職員も臨任・非常勤職員の処遇改善を求めている。現場の実態を踏まえて考えるべきだ。
○当局は人件費抑制として採用を抑え、臨任・非常勤職員を増やしてきた。現場では、臨任・非常勤職員も職員と一緒に仕事を回している。賃金・労働条件を一歩でも前進させるべきだ。
○福利厚生についても、緊急財政対策のメニューにあがっているが、職員の働きやすさや健康維持のために拡充すべきだ。
○昇任昇格の抑制について、神奈川の高校現場は、50歳台の職員が過半数だ。担任や部活動顧問など学校運営の中心を担っている。国の制度をそのまま提案せず、神奈川の実態にあわせるべきだ。
○自宅に係る住居手当は、県の「持ち家推進」というポリシーに基づいたもの。だからこそ公舎を廃止したのではないか。住宅政策を変えるなら、セットで提案してもらいたい。
○「自宅に係る住居手当」「現給保障」は較差内賃金であり、その廃止は財源にはならない。
○副知事は、「他県と同じことはしたくない。」と言ったが、つまり、緊急財政対策以外に、他に方法があるということではないか。
○自宅に係る住居手当の廃止も、現給保障の廃止も、給与減額も、三つあわせた賃金カットなのか。「来年の勧告で」というのは、余りにも乱暴な回答だ。
　最後に芹沢議長は、「当初から、交渉にあたって緊急財政対策だけで提案するなら、交渉にならないと言ってきた。にもかかわらず、なんでも緊急財政対策を根拠としている。制度は制度として区分けして再度提案してもらいたい。労使関係を大事にしたいと副知事は言うが、人件費を先行的に引下げることはやむをえないと考えているのか。労使の溝はあまりにも大きい。このままでは埋まりがたい。」と述べ、当局に提案内容の再考を促し、この日の交渉を締めくくりました。
	労務統括官（組織人材部長）の回答要旨

	基本姿勢
	○2012年度当初予算は、900億円の財源不足のところ、事業の見直しで収支均衡となったが、これは財政調整資金400億円を活用した結果である。歳入で歳出を賄えない状態になっている。

○毎年、義務的経費が上昇し、1992年から20年連続で上昇している。

○2012年度の人件費は歳出予算の4割を占め、今後介護医療費の増加に伴い、臨時財政対策債を大幅に見込んでも大変厳しい状況。

○2013年度で700億円、2014年度で900億円、合計1,600億円の財源不足。このまま放置すれば、2018年には義務的経費が歳入総額を上回る。

○1月に緊急財政対策本部を設置し、今般、緊急財政対策をまとめた。県有施設や補助金をゼロベースで大胆に見直すことにより、当面の財源不足を補うための対策を行う。

○今までも、職員の協力のもと、身を削ることによって、財政危機を乗りきってきた。危機意識を共有し、一丸となって難局を乗り越える必要がある。透明性、県民への説明責任は必要。

○今期、話し合いの課題は少なくない。県労連との信頼関係をもとに十分話し合っていきたい。

	基本賃金

一時金

諸手当
	○月例給について、公民較差が△245円（0.06%）と僅差であることから、給料表の改定は見送る。

○月例給の公民較差を解消する手法として、自宅に係る住居手当を2013年1月から引き下げたい。

○また、較差を年間調整するため、2013年1月の給与で実施したい。
○期末勤勉手当の支給月数は、均衡がとれているので改定しない。

○地域手当は、2013年度も引き続き10％とする。

○自宅に係る住居手当については、国が既に廃止していること、他の都道府県において廃止した団体が29団体にのぼっていること、県人事委員会が廃止することが必要と勧告していること等から、2013年4月に廃止。

○現給保障については、2014年3月で国は廃止を予定し、他県でも廃止の動きだ。緊急財政対策もあり、高齢層職員の賃金が民間を相当程度上回っていることから継続は難しい。2013年4月で廃止したい。

○賃金カットについては、緊急財政対策にもあるように、財源不足が見込まれることから、県有施設や補助金をゼロベースで見直す大胆な取組みをする。知事、特別職にかかわらず、一般職員にも姿勢を示していただく必要から、2013年4月から実施。減額率等については、別途提案。

○55歳を超える職員（行（二）、医（一）は57歳を超える職員）は、標準の成績では昇給しないこととし、特に良好の場合は、1号俸、極めて良好の場合には2号俸以上の昇給にそれぞれ抑制する。2013年1月実施。

○退職手当については、官民較差の解消を図るため、退職手当法の改正後、国に遅れることなく見直しをする。

○給料表の号給追加については、2006年の給与構造改革の交渉時に整理した。これ以上の追加は困難。

○給与全般について、緊急財政対策実施にあたり、県民や市町村の理解を得るためには、手当も聖域を設けず

見直しが必要であり、しかるべき場を設けて話し合いたい。

	旅費
	○支給事務の簡素化をめざし、しかるべき場で話し合いたい。

	福利厚生の充実
	○これまで、一定の整理をしながら見直しを行ってきたが、緊急財政対策で補助金・負担金をゼロベースで見直すことになった。廃止を含め、しかるべき場で話し合いたい。

	総労働時間の短縮
	○管理調整会議等で申し合わせ、行動指針の作成、人事評価システムへの組入れなど意識啓発を図り、総労働時間の短縮の取組みを行っている。管理監督者の意識啓発が重要である。

○給料日、水曜日を全庁一斉ノー残業デーにし、一斉消灯や声掛け運動も行っている。

○総労働時間の短縮にあたり、業務の見直しを進め、着実に行っていく。

	メンタルヘルス対策の強化
	○安心して働ける職場環境づくりは、健康管理センター・地共済において進めてきた。

○メンタル対応のため、精神科医である産業医を配置した。有効なメンタルヘルス対策を進めたい。

○パワハラ指針を作成、周知することにより、良好な職場環境づくりを行っていきたい。

	休暇制度の

充実・改善
	○休暇もコストであり、これ以上の改善は難しい。

○ボランティア休暇については、厳格な運用とせざるを得ない。

○忌引休暇については国並みとし、配偶者は10日を7日に、配偶者の叔父・叔母は対象外とする。

○ドナー休暇については、国と同様に取得できるようにする。（休暇対象の拡大）

	次世代育成

対策強化
	○職員が安心して子育てできる環境づくりを行うことが大切。

○子の看護休暇の改善を行い、子育てハンドブックを作成・配布し、復職研修も実施した（41人受講）。

	臨任・非常勤職員の勤務条件改善
	○職場の実態を勘案し、改善を図ってきた。予算の制約や職員との均衡を踏まえると、これ以上の対応は困難。

○常勤との均衡が一定程度図れていることから、2013年度の非常勤報酬の改定はない。

○臨任等には任期があり、1日の勤務時間も短いことから、一定の制約があり、療養休暇の有休化は難しい。

	高齢期における職員の雇用問題
	○地方公務員の雇用と年金の接続については、定年年齢の引上げを見送り再任用で対応する国の基本方針を踏まえ検討が進められている。
○他の課題については、話し合っていきたい。

	人事制度改革
	○2010年4月からキャリア選択制を導入、研修体制も充実を図った。来年の研修計画を作成するにあたって、

　アンケートの結果を参考に、定員等の設定を行う。

○マネージメントサポートシステムの対象拡大については、2012年9月から本格実施した。

○勤務実績の給与への反映については、検証を積み重ね、話し合っていきたい。


2012確定闘争日程
○10月30日（火）県労連支部代交渉

　　　　　　　　　  自治労県職労決起集会

　　　　　　　　　　18時30分～
波止場会館大会議室

○11月 2 日（金）第2回幹事団交渉

○11月 5 日（月）第3回幹事団交渉

○11月 8 日（木）県労連総決起集会

　　　　　　　　　　18時30分～関内ホール
○11月 9 日（金）第4回幹事団交渉

○11月14日（水）第5回幹事団交渉

　　　　　　　　　  自治労県職労拡大評議委

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































